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連携の成果としての教職大学院と「教育創造コース」

香川大学教育学部と香川県教育委員会は、平成 14 年（2002 年）5 月 30 日に連携協力に関する覚書を

交わしました。覚書を締結してから 15 年が過ぎ、この連携協力に関する実績を記録する報告書も平成

28 年度で第 15 号となりました。 
香川大学教育学部と香川県教育委員会の連携事業は、「教員養成の充実、教員の資質・能力の向上及び

教育上の諸課題への対応のため、相互に連携協力して実践的な研究及び活動を行い、その成果を生かし

て香川県の教育の充実・発展を図る」（覚書、第 1 条）ことを目的として、毎年広範かつ活発に行われて

います。平成 28 年度については、教員養成に関する取組みが 4 件、教員研修に関する取組みが 6 件、調

査・研究に関する取組みが 1 件、事業に関する取組みが 15 件、その他の取組みが 1 件など、合計で 27
件もの多岐にわたる連携事業が実施されました。毎年 2 月に開催される連携協議会は、会議と情報交換

会をセットにして相互の交流が図られております。

さて、平成 28 年度における香川大学教育学部と香川県教育委員会との連携協力について語るとき、連

携協議会のもとに設置された２つの専門委員会の成果について触れなければなりません。成果の一つは、

平成 28 年度に高度専門職業人としての教員養成の機能を強化するため、教育学研究科に高度教職実践専

攻（教職大学院）を開設し、15 名の入学者を得て順調なスタートを切ることができたことです。教育委

員会からの強い要望に応え導入した、現職教員を対象とした 1 年間の短期履修学生制度により、香川県

教育委員会からは 11 名の現職教員学生が入学しました。 
もう一つの成果は、県立高校教育コース設置準備委員会の成果です。ここで緊密な協議を重ねたこと

により、平成 29 年 4 月に香川県立坂出高等学校に「教育創造コース」を開設することができました。香

川大学教育学部としては、優秀な生徒の教職への意識を高め、地元で働く教員に求められる資質能力の

素地を養うために、今後も「教育創造コース」の教育プログラムに協力します。

ここ数年で、香川大学教育学部と香川県教育委員会の連携協力はより広範で緊密なものになり、新し

い段階（ステージ）へと一歩進んだように思います。今後は、教員の養成・採用・研修を通じて、学び

続ける教員を支えるキャリアシステムの構築のための体制づくりを連携して模索していくことになろう

かと思います。香川大学教育学部は、これからも、人材育成や地域課題を解決する取り組みを通して地

域に貢献する学部として、香川県教育委員会との連携協力の関係を進化させ、両者の協働的な取り組み

を一層強力に推進していきたいと考えています。

平成２９年３月

  香川大学教育学部長  

毛  利  猛  
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香川大学教育学部と香川県教育委員会の一層の連携に向けて 

 

 本県では、本年度より第３期「香川県教育基本計画」の初年度として、これまでの基本理念「夢に

向かってチャレンジする人づくり」を継承し、本県教育のより一層の振興を図るため、学校、家庭、

地域社会が連携して子どもたちを育てることができるよう、学力の育成や教員の指導力向上等を柱と

した教育施策を積極的に展開しているところです。 

このような中、平成 14 年度からスタートした香川大学教育学部と香川県教育委員会との連携・協力

に関する取組は 15 年目を迎え、教員養成の充実、教員の資質・能力の向上及び教育上の諸問題へ対応

するため、多方面で連携・協力しているところです。 

本年度の連携事業を振り返りますと、県教育委員会各課主催の、現職教員研修や初任者研修、73 講

座に及ぶ教員免許状更新講習、各種研修における講師・助言者として専門的な視点からのご指導・ご

助言をいただくとともに、学力向上施策を中心としたモデル校事業や道徳の教科化に向けた取組みに

おいて、研究指定校へ直接足を運んでご指導をいただいたり、県教育センター運営協議会においてご

意見を頂戴したりと、様々な場面でご支援、ご協力をいただきました。さらに、学生ボランティア派

遣事業では、県内の各学校や教育支援センター、放課後子ども教室等で子どもに寄り添いながら関わ

っていただき、教育現場から多くの感謝の声が寄せられております。 

特に、教員養成については、公立学校インターンシップを通して、本県の教員採用内定者 26 名が事

前に学校現場を経験し、４月以降に教育現場に立つ教員としての職務の理解を深めるなど、これから

の本県の教育を担う指導的人材が育っていることを心強く感じております。こうした中、坂出高等学

校に、平成 29 年度から新たに教育創造コースを設置する運びとなり、11 月に坂出高校の生徒、香川

大学の学生、教育学部の教員あわせて約 70 名の参加の下、プレ行事「教育について語る会」が開催さ

れました。この取組みは、高等学校の段階から現職教員にいたるまでの長いスパンの中で、指導力、

技術力のある教員を育てることにつながるものであり、連携の新しい形を構築するという意味でも、

大きな成果であったと感じております。 

このように、香川大学教育学部と県教育委員会の連携・協力による取組みは、この 15 年で充実・

発展するとともに、教職大学院の設置により、本県の教育を推進する上で、その役割はますます大き

くなってきております。県教育委員会としましては、今後とも香川大学教育学部との緊密な連携・協

力のもと、未来を担う人材の育成に向け、一層の努力をしてまいりたいと考えております。 

 

 

 

平成２９年３月 

香川県教育委員会教育長 

西 原 義 一 
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香川大学教育学部と香川県教育委員会との連携協力に関する取組一覧 

Ⅰ 協議会関係

項 目 平成 28 年度実績 平成 29 年度計画等 資 料 

①連携協議会等の開催

〔担当：教育学部〕

○ 連携協議会（H29.2.8）

○ 幹事会（H29.1.30）

（1）平成 28 年度連携協議会について

（2）平成 29 年度連携事業計画について

・継続連携事業について

・その他

（3）その他

連携協議会開催

（H30.2 予定） 

・幹事会（1 回程度）

②報告書の作成

〔担当：教育学部〕

○ 平成 28 年度実績報告書作成 ・平成 29 年度実績報告

書作成
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Ⅱ 連携関係

１ 教員養成に関するもの

項 目 平成 28 年度実績 平成 29年度計画等 資 料 

①公立学校での教育実習

〔担当：教育学部〕

正規

・附特支 公立 1 校（参観）5 月（1 日間）

特別

・附高小 公立小 2 校（実習）5 月  （10 日間） 
・附坂小 公立小 5 校（実習）5・6 月（10 日間） 
・附高中 公立中 1 校（実習）6 月 （5 日間）

  公立高 1 校（実習）5 月 （5 日間） 
・附坂中 公立中 1 校（実習）5 月 （5 日間）

公立高 1 校（実習） 5 月 （10 日間） 
※「正規」は、教育実習期間中に行うもの。

「特別」は、希望により行うもの。

・継続実施

②公立学校インターンシップ 
〔担当：教育学部〕

○ 教員採用内定者が公立学校で研修（予定）

・ 参加者予定：26 名（学生 23 名、院 3 名）

・ 実施期間 平成 29 年 2 月～3 月（5 日程度） 

・継続実施 資料１

③公立学校教員等の活用

（県教育センター）

（義務教育課）

〔担当：教育学部〕

〔担当：県教委〕

○ 現職教員等が附属教職支援開発センター客員

教授として講義

・退職校長（岡静子）、

主任指導主事（北堀宏、大山修）

・年間 2 期、1 人 20～25 時間程度の講義

○ 現職教員等が教員養成実地指導講師として講義

・継続実施 資料２

○ 現職教員等３名を大学教員（准教授）として

採用（H15.4.1～） 
高木 愛、田﨑伸一郎、佐藤盛子

・継続実施 資料３

④大学教員の公立学校現場で

の研修制度（義務教育課） 
〔担当：教育学部〕

○ 大学教員が公立学校現場で研修

・研修者（1 名）

上野 耕平 准教授 高松市立紫雲中学校

・継続実施 資料４
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２ 教員研修に関するもの

項 目 平成 28 年度実績 平成 29年度計画等 資 料 

①大学院での現職教員の研修 
（義務教育課）

（高校教育課）

〔担当：県教委〕

○ 内地留学の実施

（H19.4～8名、H20.4～7名、H21.4～8名 
H22.4～7名、H23.4～6名、H24.4～5名、H25.4～5名 
H26.4～5名、H27.5名、H28.11名） 
・学校力開発コース 3 名 
・授業力開発コース 4 名 
・特別支援コーディネーターコース 4 名 
※人数は 1 年次（小・中・高）のもの

・継続実施

②教員免許状取得のため

の研修

（免許法認定講習等）

（高校教育課）

（特別支援教育課）

〔担当：県教委〕

○ 免許状取得・上進のための研修

・県主催免許法認定講習（7･8 月）への大学教員

の派遣等

・継続実施 資料５

（免許法認定公開講座） 

〔担当：教育学部〕 

○小学校の現職教員が中学校教諭免許状（外国語

（英語））を取得するための免許法認定講習を

実施（13 講座、14 単位） 

・継続実施 資料６ 

③指導改善研修

（県教育センター）

〔担当：県教委〕

○ 実施なし ・未定

④教職員研修

（県教育センター）

〔担当：県教委〕

○ 初任者研修等、各種研修会の講師・助言者と

して大学教員を派遣

・継続実施

⑤特別支援教室への派遣

（義務教育課）

（特別支援教育課）

〔担当：県教委〕

○ 内地留学の実施

（H25.4～ 2 名、H26.4～２名、

H27.4～ ２名、H28.4～２名） 

・継続実施

⑥教員免許状更新講習

〔担当：教育学部〕

○ 教員免許状更新講習として必修講習 5、選択

必修講習 15，選択講習 53 の計 73 講座を開設

・教員免許状更新講

習として必修講

習 5、選択必修講

習 18，選択講習

56 の計 79 講座

を開設する予定

資料７
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３ 調査・研究に関するもの

項 目 平成 28 年度実績 平成 29年度計画等 資 料 

①公立学校等の教育活動支援 
（義務教育課）

〔担当：県教委〕

○ 校内研究活動等への指導・支援のための講師派遣

・思考力等の育成モデル校事業

・学習習慣形成モデル校事業

・アクティブ・ラーニング研究推進モデル校事業

・幼児教育支援員派遣事業

・豊かな心を育てる事業

・継続実施 資料８

-1 ･ 2 ･

3・4・5

４ 事業に関するもの

項 目 平成 28 年度実績 平成 29年度計画等 資 料 

①キャリア教育充実事業

（プロを講師とした授業）

（高校教育課）

〔担当：県教委〕

○ 大学教員を講師として派遣

高松北高、丸亀高

・継続実施 資料 9 

②高大連携

（高校教育課）

〔担当：県教委〕

○ 体験授業：1講座で 12 校 98 人が受講 ・継続実施 資料10 

③学生ボランティアの派遣

（義務教育課）

（生涯学習・文化財課）

（人権・同和教育課）

〔担当：県教委〕

○ 学生ボランティア派遣事業（登録者 16 名） 

・学習指導の補助、学校生活への適応補助など

公立小・中学校や教育支援センター（適応

指導教室）に 16 名を派遣

・継続実施 資料 11 

○ 「放課後子ども教室」支援ボランティア等の募集 

・支援ボランティアとして 16 名派遣

・継続実施 資料12 

○ 豊かな人権感覚を育てる事業

・支援ボランティアとして 12 名登録

資料13 

④家庭教育支援推進事業

（生涯学習・文化財課）

〔担当：県教委〕

○ 家庭教育に関する学習講座等に大学教員を派遣 ・継続実施

⑤未来からの留学生

〔担当：教育学部〕

○ 幼・小・中学生とその保護者を対象に開催（県

教委後援）

・約 1000 名超が参加

・継続実施 資料14 

9



 

項 目 平成 28 年度実績 平成 29年度計画等 資 料 

⑥県立学校との連携

（高校教育課）

（特別支援教育課）

〔担当：県教委〕

○ 県立学校の学校評議員等として大学教員が協

力

・継続実施

⑦各種委員会等への協力状況 
（県教委各課）

（県教育センター）

〔担当：県教委〕

○ 各種事業委員会の委員等として相互協力 ・継続実施

⑧生涯学習の機会の提供

（生涯学習・文化財課）

〔担当：県教委〕

○ 「地域の生涯学習支援事業・キャンパス講座」

として大学の授業を公開（9 名受講）

・継続実施

⑨特別支援教育体制整備

の推進事業

・専門家チーム

・巡回相談

・特別支援教育コーディ

ネーター協議会

（特別支援教育課）

〔担当：県教委〕

○ 体制整備の推進に関する指導・助言

○ 学校（園）を訪問し、発達障害のある児童生

徒への指導内容・方法、学校（園）の支援体制

について指導助言

○ 特別支援教育コーディネーター協議会での講

義

・継続実施 資料15 

⑩香川 CST 事業

〔担当：教育学部〕

○ 本協議会に設置された専門委員会「香川 CST
事業推進委員会」が実施

○ CST 養成プログラムの実施（学生向け小学生

CST・教材 CST，現職職員向け教材 CST）
○ CST 養成プログラムの修了認定

○ CST 活動の推進

・継続実施 資料16 

⑪「発達障害に関する教

職員等の理解啓発･専

門性向上事業」

〔担当：教育学部〕

○ 発達障害等に関する専門的実践的知識の習得

のための研修プログラムの開発、早期支援に

関わる幼稚園・保育園と小学校の連携した研

修プログラムの開発等に義務教育課，特別支

援教育課が参加・連携協力。

・継続実施

⑫平成 28 年度教員の資

質向上のための研修

プログラム開発事業

〔担当：教育学部〕

○ プログラム名：道徳教育の学びの場をつなぐ

相互補完研修プログラムの開発～「かがわ道

徳ラボ」を核として～

・「かがわ道徳ラボ」公開講座 ・教職実践研究

交流会

・かがわ道徳ラボ研修会 ・公開講演会

・指導者研修会等の実施による研修プログラムの

開発等に義務教育課，香川県教育センターが

連携協力

・未定 資料17 
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⑬坂出高校教育創造コー

スの教育内容整備事業

（高校教育課）

〔担当：県教委〕

○ プレ行事の実施 11 月４日（坂高生，香大生・

香大教育学部教員 計約 70 名参加）

○ 設置準備委員会における教育内容の検討

・出前授業の実施

・附属坂出小学校に

おける教育活動

への参加

・教育内容に関する

検討

資料18 

５ その他

項 目 平成 28 年度実績 平成 29年度計画等 資 料 

①附属学校への教員派遣

（義務教育課）

〔担当：県教委〕

○ 平成 28 年度新規派遣 ※（ ）は合計数

・附属高松小 3（25） ・附属高松中 3（19） 
・附属坂出小 2（18） ・附属坂出中 2（19） 
・附属特別支援学校 3（29）
・附属幼稚園 1（7） 計 14 名（117 名）

・継続実施
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 香川大学教育学部と香川県教育委員会との

 連携協力に関する覚書

 （目的） 

第１条 香川大学教育学部（以下「甲」という。）と香川県教育委員会（以下「乙」とい 

う。）とは、教員養成の充実、教員の資質・能力の向上及び教育上の諸課題への対応の

ため、相互に連携協力して実践的な研究及び活動を行い、その成果を生かして香川県の

教育の充実・発展を図る。 

 （実施機関） 

第２条 前条に規定する連携協力は、甲（その附属機関を含む。以下同じ。）と乙（その 

所管する教育機関を含む。以下同じ。）の間で実施する。 

 （研究及び活動の内容） 

第３条 第１条の規定に基づき連携協力して実施する内容は、次のとおりとする。 

（１）教員養成に関する事項

（２）教員研修に関する事項

（３）学校教育上の諸課題への対応に関する事項

（４）その他両者が必要と認める事項

 （連携の方法） 

第４条 甲と乙は、連携協力に当たってそれぞれ職員の派遣及び受け入れについて協力す 

るとともに、自らの有する施設等の利用についても、業務に支障のない範囲で双方便宜

を供するものとする。 

 （連携協議会） 

第５条 甲と乙は、相互に連携協力を推進するため、「香川大学教育学部と香川県教育委 

員会との連携協議会」（以下「連携協議会」という。）を置く。 

 （経費） 

第６条 連携協力の推進に関わる経費については、各機関が負担する。ただし、職員の派 

遣経費は、要請した側が負担する。 

 （補則） 

第７条 この覚書に定めるもののほか、連携協力の細目その他については、甲と乙が協議 

して別に定めるものとする。 

２ この覚書に定める事項に疑義が生じた場合は、甲と乙は協議してその解決を図るもの 

とする。 

この覚書は、２通作成し、甲と乙がそれぞれ１通を所持するものとする。 

  平成１４年 ５月３０日 

香川大学教育学部長 香川県教育委員会教育長 

妻 鳥 敏 彦  惣 脇   宏 
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香川大学教育学部と香川県教育委員会との連携協議会要項

１．設置

 香川大学教育学部（以下「甲」という。）と香川県教育委員会（以下「乙」という。） 

との連携協力に関する覚書第５条の規定に基づき、香川大学教育学部と香川県教育委員 

会との連携協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

２．事業

協議会は、連携協力に関する事項等について協議するため、年１回程度開催する。

３．組織

協議会は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。

４．役員

協議会には、会長、副会長を置き、会長には香川大学教育学部長をもって充てるとと 

もに、副会長には香川県教育委員会教育長をもって充てるものとする。

会長は、協議会を代表し、会務を統括する。

副会長は、会長を補佐し、会長に事故ある時は、副会長がその職務を代理するものと 

する。

５．専門委員会

 協議会に、連携協力に係る具体的な事項等について検討するため、専門委員会を設置 

することができる。

専門委員会には、委員長及び副委員長を置くものとする。

なお、専門委員会は、甲又は乙の申し出により適宜開催するものとする。

６．幹事会

協議会に、協議会及び専門委員会の事務を処理するため、幹事会を置くものする。

幹事は、香川大学教育学部及び香川県教育委員会の関係職員をもって充てるものとす 

る。 

７．補則

この要項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会の承認を経 

て会長が定める。

附 則

この要項は、平成１４年５月３０日から施行する。
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 附 則

この要項は、平成１９年４月１日から施行する。

 附 則

この要項は、平成２０年２月１３日から施行する。

 附 則

この要項は、平成２７年４月１日から施行する。

別 表

香川大学教育学部

教育学部長

各副学部長

教育研究評議員

実地教育委員会委員長

学生支援専門委員会委員長

学務委員会委員長

入試委員会委員長

附属学校代表

附属教職支援開発センター長

事務課長

香川県教育委員会 

教育長

理事

教育次長

総務課長

義務教育課長

高校教育課長

特別支援教育課長

香川県教育センター所長
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